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シニア人材の活用を目指す中小企業事業主への支援 

～「特定求職者雇用開発助成金」活用のポイント～ 
（特定就職困難者コース・生涯現役コース） 
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20２2 年３月 

【相談者：介護サービス事業 E 社 代表取締役 G 氏】 

当社は、高齢者を対象とした介護サービス事業を行っています。コロナの影響で

若い職員の退職があり、新規採用を試みましたがうまく採用できず、人手不足に悩

み始めています。できれば、高齢者の気持ちに寄り添うことのできる人材を採用し

たいと思い、６０歳以上の方も対象とした採用を検討しています。しかし、採用に

際して、資金的な余裕もあまりないので、国の助成制度で、活用できるものがあれ

ば利用したいと考えています。当社で活用できるものはあるでしょうか。 

コロナの影響で、介護業界の人手不足はさらに深刻化しています。これまでは、

体力のある若い世代に期待がかかっていましたが、最近は、高齢者の気持ちが理解

しやすいシニア世代に対する期待も高まっています。 

国は従来から、６０歳以上の高齢者を「就職が困難な世代」として、雇い入れる

事業主に対し、特定求職者雇用開発助成金を支給しています。 

御社では、６０歳以上６５歳未満の高齢者を対象とした「特定就職困難者コース」

もしくは、６５歳以上の離職者を対象とした「生涯現役コース」の活用が期待でき

ます。 

ハローワーク等からの紹介により雇用していただければ、比較的、助成金を受給

しやすい制度内容となっていますので、ご検討をお勧めします。 
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特定求職者雇用開発助成金の概要 

１． 助成金のコース（種類） 

特定求職者雇用開発助成金は、高年齢者や障害者などの就職が特に困難な方を、

ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働

者として雇い入れる事業主に対して助成するものであり、これらの方の雇用機会の

増大及び雇用の安定を図ることを目的としています。 

 

本助成金は次の６つのコースに分けられます。 

Ⅰ 高年齢者（６０歳以上６５歳未満）や障害者などの就職が特に困難な方を雇い

入れることに対して助成を行う「特定就職困難者コース」 

Ⅱ ６５歳以上の離職者を雇い入れることに対して助成を行う｢生涯現役コース｣ 

Ⅲ 東日本大震災による被災離職者等を雇い入れることに対して助成を行う「被災

者雇用開発コース」 

Ⅳ 発達障害者または難病患者を雇い入れることに対して助成を行う「発達障害

者・難治性疾患患者雇用開発コース」 

Ⅴ 正規雇用の機会を逃したこと等により、十分なキャリア形成がなされなかった

ために、正規雇用労働者としての就業が困難な方を正規雇用労働者として雇い

入れることに対して助成を行う「就職氷河期世代安定雇用実現コース」 

Ⅵ 生活保護受給者等を雇い入れることに対して助成を行う「生活保護受給者等雇

用開発コース」 

 

今回は、シニア人材の活用を目指す中小企業事業主への支援として、「特定就職

困難者コース」と「生涯現役コース」をご説明します。 
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２． 特定就職困難者コースの概要 

高年齢者（６０歳以上６５歳未満）、母子家庭の母、障害者などの就職困難者を、ハロ

ーワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般被保険者）として雇

い入れる事業主に対して助成金が支給されます。今回は、高年齢者と母子家庭の母等に

ついてご説明します。 

・高年齢者 

・母子家庭の母等 

を 

週所定労働時間 30 時間以上で 

雇用した場合、 

（短時間労働者以外） 

週所定労働時間 20 時間以上 

30 時間未満で雇用した場合、 

（短時間労働者） 

対象者１人につき 

年間６０万円を支給 

（６か月ごとに 30 万円） 

対象者１人につき 

年間４０万円を支給 

（６か月ごとに 20 万円） 

＊金額は中小企業の場合です。 

 

 

３． 生涯現役コースの概要 

６５歳以上の離職者を、ハローワーク等の紹介により、１年以上継続して雇用するこ

とが確実な労働者（雇用保険の高年齢被保険者）として雇い入れる事業主に対して助成

金が支給されます。 

６５歳以上の 

離職者を 

週所定労働時間 30 時間以上で 

雇用した場合、 

（短時間労働者以外） 

週所定労働時間 20 時間以上 

30 時間未満で雇用した場合、 

（短時間労働者） 

対象者１人につき 

年間７０万円を支給 

（６か月ごとに 3５万円） 

対象者１人につき 

年間５０万円を支給 

（６か月ごとに 2５万円） 

＊金額は中小企業の場合です。 
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助成金を受給するための手続き 

～ハローワーク等に求人を行うことから始まります～ 

 

＊特定就職困難者コースでは、障害のある方を雇用した場合にも助成金の対象となりま

すので、詳細については都道府県労働局またはハローワークにご確認ください。 

 

 

特定求職者雇用開発助成金の活用具体例 

～介護サービス事業（生涯現役コース）の場合～ 

 

・ハローワークで５人の求人を行い、ハローワークの紹介により、 

６５歳以上の離職者３人を週所定労働時間３０時間で採用。 

・３人全員が１年間就業した。 

 

「特定求職者雇用開発助成金」として 

年間７０万円×３人＝２１０万円を受給 

 

 

 

 

 

•ハローワーク等（地方運輸局、一部職業紹介事業者も可）に求人を提
出し、ハローワーク等の紹介により雇用します。

１．求人の提出・雇用

•雇用して６か月経過後にハローワークもしくは労働局に対して第１期
の支給申請を行います。

•支給申請期間は、第１期、第２期ともに、原則として２か月間です。
申請期限を過ぎると助成金を受給できなくなるので注意が必要です。

２．助成金の第1期支給申請

•雇用して１年経過後にハローワークもしくは労働局に対して第２期の
支給申請を行います。

３．助成金の第２期支給申請
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特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）について（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuki

n/tokutei_konnan.html 

 

特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース）について（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuki

n/tokutei_kounenrei.html 

 

 

助成金の申請は社労士へお任せください 

～労働社会保険諸法令に基づく助成金の申請書の作成及び行政機関への提出等は社労士

の業務です～ 

お近くの社労士をお探しの際は（全国社会保険労務士会連合会） 

https://www.shakaihokenroumushi.jp/consult/tabid/527/Default.aspx 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪執筆者紹介≫ 

レジリエンス社会保険労務士法人 東京・世田谷 

代表社員 清水 光彦（しみず みつひこ） 

東京都社会保険労務士会 常任理事・山手統括支部長 

日本 FP 協会 CFP®認定者 

 

「人財」が企業を成長させていきます。 

成長する企業には、成長に合わせた人事労務を。 

当社労士法人では、労働・社会保険諸法令に則った手続き業務のみならず、 

幅広い業種に対応した人事労務コンサルティングを提供しています。 

 

ホームページ： https://www.resilience-sr.jp/ 

お問い合わせ： 当法人ホームページのお問い合わせメールフォームをご利用ください 

https://www.resilience-sr.jp/serv-contact.html 


